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～ 手引き ～ 
快適な暮らしを支える持続可能で効率的な都市構造を実現するため、立地適正化計画で設定した

居住誘導区域（まちなか）への定住を促し、賑わいと創造性あふれる住まいづくりを推進すること

を目的として、まちなかへの移住者に対して予算の範囲内において、住宅の新築や増改修、取得に

係る費用を補助します。 

この手引きでは、補助金交付までに要する書類の作成や提出等の手続きについて説明します。 

手続きにあたっては、内容のご確認をお願いします。 
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まちなか（居住誘導区域）へ移住する方に新築・取得、増築・改修費用を補助します！ 

 

対象となる移住のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

補助は、以下のすべてにあてはまる場合に対象となります。 

□直近１年以内に居住誘導区域内に居住していないこと（※特例世帯は除く） 

□居住誘導区域内への移住であること 

□申請者の世帯所得が 750 万円以下であること（※３世代同居等の場合は子世帯の世帯所得） 

□申請(申出)後、２週間前後で発行される交付決定通知書(申出確認書)交付後に※着手できる方 

□補助対象世帯の人数の合計が合計２人以上であること 

□補助対象住宅に５年間以上継続して居住する方  

□浜松市税や市営住宅家賃等を完納していること 

□世帯に暴力団員等がいないこと 

□他の公的制度や公共事業による補助や補償の対象と重複していないこと 

※３世代同居等の場合は以下のすべてにあてはまる場合に対象となります。 

□小学生以下のお子様と暮らす子世帯の方（※妊婦の方を含みます。） 

□子世帯の親世帯が、子世帯と直近１年以上離れて暮らしていること（実態及び住民票） 

□新たに同居または直線距離で１００ｍ以内に近居をする方 

□同居・近居を５年間以上継続する方 

※特例世帯について 

３世代同居等の場合は居住誘導区域内での移転も補助対象となります。 

 

居住誘導区域外から 

補助限度額 新築・取得費用 
（各対象経費の１/２まで） 

増築・改修費用 
（各対象経費の１/１０まで） 

補助額 ～５０万円 ～２５万円 

※３世代同居等の場合の 

補助額 
～１００万円 ～５０万円 

 

※居住誘導区域内の災害リスクエリアは居住誘導区域外となります。（詳細は P.45,46 参照） 

※着手とは 

工 事 ⇒ 補助対象となる工事請負 

契約に含まれる工事の着手 

取 得 ⇒ 住宅の売買契約の締結 

住民票 ⇒ 新たな住所への異動 

 

居住誘導区域 

※災害リスクエリアから 居住誘導区域外 

市外から 

特例世帯の 

補助限度額 

新築・取得費用 
(各対象経費の１/２まで) 

増築・改修費用 
(各対象経費の１/１０まで) 

補助額 ～５０万円 ～２５万円 

 

 

 

居住誘導区域 

※特例世帯は〇 
（ページ下参照） 

【補助金の概要】 
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※工事着工、売買契約、住民票異動等の 2 週間以上前に申請をお願いします。 

□申請者は補助対象事業の契約者となります。 

□新築・増築・改修の方→工事請負契約に含まれる工事に着手してしまうと補助対象になりません。 

□取得の方→売買契約をしてしまうと補助対象になりません。 

 

 

 

 

「   

 

 

 

 

 

 

 

 

           

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助金交付までの手続きの流れ 

②「交付決定通知書」

送付 

③「実績報告書」 

提出 

④「交付確定通知書」 

送付 

⑤請求 

①申請書類提出 

 

約１～２ 
週間 

約２週間 
の審査 

①「申請書」とともに P.6～P.8 に示す書類を添付し、住宅課窓口に提出してください。 

・住宅の売買契約、工事の着工や住民票の異動は、「交付決定通知書」を受け取った 

後でなければ着手できません。※申出確認済の方は除く 

・交付決定後に、内容の変更があった場合、変更申請を行う必要があります 

補助金受領 

 

指定の口座に補助金を振り込みます。１ヶ月程度を要します。 

③事業完了後、「実績報告書」と共に P.14、16 に示す書類を添付し、住宅課窓口

に提出してください。 

④実績報告の内容を審査し、対象要件に該当する場合は、「補助金確定通知書」を

送付します。 

・提出期限は申請した年度の３月３１日までです。 

・期限より遅れた場合、補助を受けられません。 

・期限間際になる場合は、事前にご相談ください。 

工事着工 

売買契約 

住民票の異動 

②「申請書」の内容を審査し、対象要件に該当する場合は「交付決定通知書」を送付します。 

・「申請書」の受付から２週間程度を要します 

 

 

⑤「交付確定通知書」の記載額を記入し「請求書」を提出してくださ

※申請の時期・・・工事着手、売買契約、引越し、住民票移動の 2 週間以上前に

補助申請を行って下さい。 
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・居住誘導区域外の住宅は補助対象になりません。 

・他の制度による補助金の対象となっている部分は補助対象になりません。 

・他の公共事業によるものは、補助対象になりません。 

・消費税は補助対象になりません。 

・補助の上限は、新築・取得で対象経費の１／２まで、増築・改修で対象経費の 

１／１０までです。 

・補助対象は千円単位（切捨）です。 

・新築・取得と増築・改修の併用はできません。 

【新築・取得】  

補助額の上限  

補助対象経費の１/２ 

【居住誘導区域内へ移住する方または特例世帯】 

～５０万円  

【３世代同居等で居住誘導区域内へ移住する方】 

～１００万円 

対象となる住宅 

世帯員が新たに所有する居住誘導区域内の住宅 

中古住宅・中古マンション 

※新築の分譲マンション、建売住宅は対象外  

補助対象となる費用 
新築工事費用（居住の用に係る部分） 

中古住宅、中古マンションなどの購入費用 

    ×対象とならない費用の一例 

     ・土地の購入費用 

・工事中の仮住宅に関わるもの 

・独立した家具、電化製品、暖房器具、照明器具、カーテン等の備品 

・公的機関への手続き費用 

・併用住宅における居住用以外の部分              など 

 

新築工事における申請のタイミングについて 

・交付決定前に、工事請負契約の締結→○ 工事請負契約内容への着手→× 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助対象の内容 

約２週間 

契
約 

交
付
決
定
後
着
工 

建
築
確
認
済
証
の
発
行 

確認済証を添付 

申請時 
交付決定時 
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【増築・改修】   

補助額の上限  

補助対象経費の１/１０ 

【居住誘導区域内へ移住する方または特例世帯】 

～２５万円  

【３世代同居等で居住誘導区域内へ移住する方】 

～５０万円 

対象となる住宅 世帯員が所有している居住誘導区域内の住宅 

主な補助対象となる 

費用 

・浴室、台所、玄関、トイレ、洗面所、居住部屋の増設・改修 

・間取りの変更工事 

・上記改修に伴う給排水、ガス、電気の配管配線作業 

同居をするために住宅の性能・機能等を向上させる工事をいい、

現状を維持または不具合を当初の状態に修復するための補修工

事は対象になりません。 

×対象とならない費用の一例 

・畳の交換やクロスの張替など、単なる交換や修繕にあたるもの 

     ・外構、植栽、居住の用に供さない別棟の建築物（車庫、物置、倉庫など）に関するもの 

・ハウスクリーニング、シロアリ駆除に関するもの  

・自身で部品等を購入し、増築・改修を行うＤＩＹ等、請負によらない工事 

     ・工事中の仮住宅に関わるもの 

     ・独立した家具、電化製品、暖房器具、照明器具、カーテン等の備品  など 

 
 

注意 

 同居する場合、世帯毎の収入計算等により、保育所の利用、介護保険料などに 

影響がある場合がありますので、利用を考えている方は、ご確認ください。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ！
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●提出いただいた書類は返却できませんので、必要な場合は、あらかじめコピーをお取りください。 
 

【共通書類】 

 
 

必要な書類 
□ 浜松市まちなか定住促進補助金交付申請書（第５号様式） 記入例 P.18 

 ・当年度内に事業を実施される方は、「申請書」をご提出ください。 

 ※氏名の記載を自署で行う場合には、押印を省略することができます。 

※申請者印は、認印可（シャチハタ不可） 

本補助金に関する一連の手続き（実績報告書等）ですべて同じ印を使用してください。 

□ 補助対象世帯全員の住民票の写し 取得方法 P.10 
・申請日から３か月以内に発行されたもの 

・続柄の記載があること 

・マイナンバーの記載のないもの 

・生年月日の記載があること 

□ 申請費用の見積書のコピー  
・申請者が見積をとり、事業者が発行したもの（住所・社名等記載）で、押印があるか、 

契約書と同時に提出し、契約書の金額と一致するもの 

・対象費用の内容のわかる内訳のあるもの 

（請負工事等の場合は、契約に付随する見積書の明細一式をご提出ください。） 

□ 申請者世帯の世帯所得のわかる課税証明書 取得方法 P.11 
・申請年度のもの（ただし、４～６月上旬の申請の場合は、申請年度の前年度のもの） 

  ・課税証明書は１人につき１通です。働いている・いないにかかわらず、 

人数分の課税証明書（または非課税証明書）が必要になります。 

※３世代同居等の場合は、子世帯の世帯所得のわかる課税証明書が必要になります。 

【市外にお住いの方】 

・お住いの市町村の課税証明書の提出が必要です。 

□※ 【市外にお住いの方】 
・お住いの市町村の納税証明書又は完納証明書の提出が必要です。 

・非課税の方は「市民税・県民税非課税証明書」又は類似する書類をご提出ください。 

□ 

 
住宅の案内図 
・近隣施設がある等、住宅の場所を案内できるもの 

□※ 移転前の住宅の案内図 
・移転する世帯の移転前の住宅が浜松市内にある場合 

□※ パートナーシップ宣誓書受領証又はパートナーシップ宣誓書受領カードの写し 
・申請者と「浜松市パートナーシップ」又は「静岡県パートナーシップ」の宣誓をした方は、パー

トナーシップ宣誓書受領証又はパートナーシップ宣誓書受領カードの写しを提出してください。 

□※ その他市⾧が必要と認める書類 
・過去１年以内に引越しをされている方等に対して戸籍の附票を求める等、対象となる住宅や世帯

の状況、工事内容などにより、上記書類の他に、審査に必要な資料を求めることがあります。 

  
 
 
 

申請に必要な書類 

ﾁｪｯｸ 

□※…一部の方に提出いただく書類 

下記着手の２週間前までにはご申請ください。 
・新たな住所への住民票異動 
・工事における、工事請負契約を締結し、  

その契約内容となっている工事等の着手 
・取得における、住宅の売買契約の締結 
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【３世代同居等をする世帯対象書類】 
□ 親子関係が分かる戸籍謄本の写し 取得方法 P.10 

・申請日から３か月以内に発行されたもの 
□※ 親世帯と子世帯の住宅位置および距離がわかる地図（現状又は引越後） 

・引越し後、同居でない場合、提出が必要です。 

・縮尺などを用いて、実際の距離が分かるようにお示しください。 
□※ 親子健康手帳（母子健康手帳）のコピー（表紙、子の保護者、分娩予定日の記載のあるページの

コピー） 

 ・子を出産予定の場合のみ提出が必要です。（他に小学生以下の子がいれば提出不要です。） 

・妊娠している人がいること、また妊娠している人の氏名及び住所が確認できること 
 

 
●新築、取得、増築・改修における平面図、配置図、面積表は、建築士、土地家屋調査士、測量士 

などの資格のある者が作成した建築確認申請等の法的手続きに添付した図面 
 
【新築】 
 

 
共通書類以外に必要な書類 

□ 現況写真（カラー写真） 提出例 P. 24～  

・対象となる土地の全景の写真（新築工事が行われる前のもの）※別の角度から２面以上 

□ 建物の平面図  
・各階ごとの部屋の配置が分かるもの 

□ 建物の配置図  
・敷地内において、工事が行われる建物が特定できるもの 

□ 建築確認済書のコピー及び建築確認申請書のコピー（第１面から第６面） 

□※ 浜松市まちなか定住促進補助金に関する承諾書（第１号の２様式） 記入例 P.22～ 

・世帯員以外に、土地の所有者がいる場合のみ必要です。 

□※ 居住の用に供する部分の床面積が確認できる図面（平面図及び面積表など） 
・併用住宅の場合のみ必要です。 
・居住部分が住宅全体の半分以下である場合は、対象住宅に該当しないため、補助を受けることは

できません。 

・居住部分と居住以外の部分が明確に区分できない共通した部位に係る工事（共通工事）がある場

合、共通工事費の内居住部分の床面積按分の工事費のみが補助対象となります。 

 
 
【取得】 
 共通書類以外に必要な書類 

□ 現況写真（カラー写真）および写真の位置が分かるもの 提出例 P. 24～ 

・対象となる住宅の全景の写真 ※２面以上 

□ 建物の平面図 
・各階ごとの部屋の配置が分かるもの 

※マンションにおいては、専有する部分の平面図 

□ 建物の配置図 
・敷地内において、建物が特定できるもの 

ﾁｪｯｸ 

ﾁｪｯｸ 

□※…一部の方に提出いただく書類 
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□ 建築検査済証のコピーまたは工事が行われたことが確認できる書類 
・「建築確認済書」でも可能です。 

・上記がない場合は、「建築確認等台帳記載事項証明書」の提出をお願いします。 

・「建築確認台帳記載事項証明書」の発行は建築行政課へ（１通３５０円） 

※発行には登記簿謄本または建物の建築年度がわかることが必須です。 

□ 建物の登記事項証明書（全部事項証明書）または建築物の所有者、所在地、用途、構造及び建
築年次が確認できるもの 

□※ 居住の用に供する部分の床面積が確認できる図面（平面図及び面積表など） 
・併用住宅の場合のみ必要です。 
・居住部分が住宅全体の半分以下である場合は、対象住宅に該当しないため、補助を受けることは

できません。 

・併用住宅の場合、居住部分の費用が補助対象となります。 

 
【増築・改修】 
 共通書類以外に必要な書類 

□ 現況写真（カラー写真）及び写真の位置が分かるもの 提出例 P.24～ 撮影例 P.33～ 
①対象となる住宅の全景の写真 

②対象工事の実施予定場所の現況写真 

例）段差の改修の場合：段差が改善・解消される予定の箇所の写真 

（段差のある状況が明確に判別できるもの） 

・工事を行う全ての場所（部屋のすべてを改修する場合は、部屋の全ての壁面・床面・天井面） 

の現況写真、内装のみの改修であっても外観の全景写真も必要です。 

□ 建物の平面図（増築・改修前及び増築・改修後のもの 間取りに変化がなければ１枚で可） 
・各階ごとの部屋の配置および増築・改修部分が分かるもの 

□ 建物の配置図 
・敷地内において、工事を行う建物が特定できるもの 

□ 建物の登記事項証明書（全部事項証明書）または建築物の所有者、所在地、用途、構造及び建
築年次が確認できるもの 
・建物の登記事項証明書の取得について（P.9）を参照してください。 

□※ 建築確認済書及び建築確認申請書のコピー（第１面から第６面） 
・建築確認が必要な工事を行う場合のみ必要です。 

□※ 浜松市まちなか定住促進補助金に関する承諾書（第１号の２様式） 記入例 P.22～ 
・同居等をする世帯員以外に当該住宅の所有者がいる場合のみ必要です。 

□※ 居住の用に供する部分の床面積が確認できる図面（平面図及び面積表など） 
※併用住宅の場合のみ必要です。 
・居住部分が住宅全体の半分以下である場合は、対象住宅に該当しないため、補助を受けることは

できません。 

・屋根改修工事など、居住部分と居住以外の部分が明確に区分できない共通した部位に係る工事（共

通工事）がある場合、共通工事費の内居住部分の床面積按分の工事費のみが補助対象となります。 

 

 

 

ﾁｪｯｸ 
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 ご注意ください 

○増築・改修などで、補助金の交付決定後に申請内容に変更が生じた場合、変更部分を対象と

するには、変更部分の着手前写真が必要となります。 

変更部分の着手前写真がない場合、その変更部分は補助の対象となりませんので、変更が生じ

た場合は確実に着手前写真を撮影してください。 
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【書類の取得について】 

●建物の登記事項証明書（全部事項証明書）の発行について  
【交付場所】法務局（全国どちらの法務局でも申請できます） 
      インターネットを通したオンラインによる交付請求を行うことができます。 
【交付時間】平日午前８時３０分～午後５時１５分（窓口） 
      平日午前８時３０分～午後９時（オンライン申請） 

※午後５時１５分以降の申請は翌営業日以降の手続きとなります。 

※オンライン申請にはシステムへの登録もしくは申請書用ソフトのダウンロードが必要です。 

【交付手数料】６００円（窓口） 
       ５００円（オンラインによる交付請求、郵送受取） 
       ４８０円（オンラインによる交付請求、最寄りの登記所または法務局証明サービスによる受取） 

【記載内容】 共同担保目録・信託目録なし 
 

●住民票の写し・戸籍全部事項証明書（戸籍謄本）の取得について  
【交付場所】 ・戸籍全部事項証明書（戸籍謄本） 本籍地の市区町村役場 
       ・住民票の写し           住民登録をしている市区町村役場  
       ・全国広域住民票の写し（本籍欄無）本人に限り全国の市区町村役場 
〇交付場所が浜松市の場合 
 ※住所地、本籍地が他市区町村の場合は、それぞれの市区町村役場にお問い合わせください。 
【持ち物】  本人確認書類（マイナンバーカード、運転免許証等） 

※マイナンバーカードを取得している方はマイナンバーカードをご持参ください。 
※代理人が請求する場合は委任状が必要です。 

【交付手数料】 ・戸籍全部事項証明書（戸籍謄本）    １通４５０円  
              ・住民票の写し             １通３５０円  
        ※コンビニ交付サービスを利用した場合、令和６年 1 月 1 日現在、 

手数料２００円引きの減額キャンペーンを行っています。      

【交付窓口】  ・区役所区民生活課、行政センター、支所、市民サービスセンター、 
協働センター（一部を除く）、ふれあいセンター（一部を除く）等 
※除くセンター 中部・西部・南部・北部・可美・雄踏・細江協働センター、 

二俣・光明ふれあいセンター 
・全国広域住民票の写しは、区役所区民生活課、行政センターのみで交付 
・コンビニ交付サービス マルチコピー機を設置しているコンビニエンスストア等

（マイナンバーカード、利用者証明用電子証明書の４桁の暗証番号が必要）                             

        ※住所・本籍の両方が浜松市の方のみ戸籍の証明書がコンビニエンスストア等で取

得できます。（本籍地が他市区町村の場合は、本籍地の市区町村役場にお問い合

わせください。） 
【住民票の写しの内容】 世帯全員のもの、世帯主・続柄必要（※本籍、マイナンバーの記載なし） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

詳細はホームページをご確認ください。 

 
浜松市 HP （QR コードを読み取るとページが開きます） 
https://city.hamamatsu.shizuoka.jp/siminkj/shomei/shomei.html 

※『浜松市 HPトップページ』→『手続き・くらし』→『戸籍・住民の手

続き』→『証明書の取得』→『印鑑証明・戸籍・住民票 証明書取得』 
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●課税証明書の取得について  
【交付場所】    令和６年４月 ～令和６年６月上旬頃の申請…令和５年１月１日にお住まいの市町村 
       令和６年６月中旬頃～令和７年３月の申請 …令和６年１月１日にお住まいの市町村 
      
【持ち物】  申請者の官公署発行顔写真付き本人確認書類（マイナンバーカード、運転免許証等） 

※代理人が請求する場合は委任状が必要です。 

【交付手数料】 １通３５０円 
※コンビニ交付サービスを利用した場合、令和６年 1 月 1 日現在、 

手数料２００円引きの減額キャンペーンを行っています。 
【交付窓口】 ・各区役所、行政センター、支所、市民サービスセンター、協働センター（一部を除く）、

ふれあいセンター（一部を除く）等 
       ※除くセンター 中部、西部、南部、北部、可美、雄踏、細江協働センター、 

二俣・光明ふれあいセンター 
      ・コンビニ交付サービス（マイナンバーカード、利用者証明用電子証明書の４桁の暗証

番号が必要）                             
【記載内容】 ＜取得する課税証明書の年度＞ 
       令和６年４月 ～令和６年６月上旬頃の申請は令和５年度分 
       令和６年６月頃～令和７年３月の申請は令和６年度分 
       ＜通数＞  
       申請者世帯の全ての大人（15 歳（高校生）以上）各１通 
       ※3 世代同居等の場合は、子世帯の全ての大人（15 歳（高校生）以上）各１通 
       ＜備考＞ 
       課税されていない方は、非課税証明書を取得してください。 
 

 

 

詳細はホームページをご確認ください。 

 
浜松市 HP （QR コードを読み取るとページが開きます） 
https://city.hamamatsu.shizuoka.jp/siminze/zei/siminze_

kazeisyoumei.html 

※『浜松市 HPトップページ』→『手続き・くらし』→『税金』→

『税務証明』→『市民税・県民税の課税証明書の交付を受けた

いとき』 
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【課税証明書サンプル・所得制限の確認方法について】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
≪世帯年収７５０万円の基準≫ 
 
課税証明書表左下部「合計所得金額」が、申請者世帯の合計で７５０万
円以下であること。（※同居等の場合は子世帯の世帯所得） 
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●補助金の交付決定を受けた後、工事内容の変更や、金額の変更があった場合に必要な手続きです。 

 ただし、変更となる内容を行う前に市に相談したもので、軽微な変更であれば、届出は不要です。 

●提出いただいた書類は返却できませんので、あらかじめコピーをお取りください。 

 

 

 
 

必要な書類 

□ 変更承認申請書（第８号様式） 記入例 P. 26～ 
・申請者の押印（補助金交付申請書と同じ印）があること 

※氏名の記載を自署で行う場合には、押印を省略することができます。 

□ 申請時点から内容に変更のあった箇所に該当するすべての書類 
・「申請に必要な書類」（P.6～P.8）を参考にご提出ください。 

 該当する書類の提出がない場合、補助を受けられないことがありますのでご注意ください。 

例）新たにお風呂の増築工事が追加された場合： 

・見積書とその内訳の提出 

・お風呂部分の工事前の写真とその位置図 

・平面図（図面上の変更がある場合） 

・建築確認済書（建築確認が必要な場合、変更後のもの） 

 

 

 変更承認申請が必要にならない軽微な変更とは 
 ・完成年月日の変更（当年度内の変更） 

 ・補助金の額が変わらない場合において、補助金の対象事業費用の２割未満の内訳の変更 

 ・補助金の対象費用以外の増額・減額 

 

※工事完了日等で年度を超える変更が生じた場合は、補助の対象外となりますので、

工期には十分余裕をもって行ってください。 

変更承認申請に必要な書類 

ﾁｪｯｸ 
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●提出いただいた書類は返却できませんので、あらかじめコピーをお取りください。 

●３世代同居等に該当する方で第一子出産予定の方は、実績報告書の提出は出産後になります。 

●申請書に押印した場合は、使用した印鑑をお持ちください。 

【共通書類】 
 

必要な書類 

□ 実績報告書（第 11 号様式） 記入例 P. 28～ 
・申請者の押印（補助金交付申請書と同じ印）があること 

※氏名の記載を自署で行う場合には、押印を省略することができます。 

□ 対象事業の領収書のコピー 領収書例 P. 30～ 
・申請者に対して発行された領収書であること 

・発行者の名称、所在地の記入、押印があること 

・収入印紙が貼り付けされ、消印があること（５万円未満の場合を除く） 

・対象内容に係る領収書であることが確認できること 

・領収書に内訳が記載されていないものは、内訳のある請求書や、契約書、仕様書等を合わせて提

出してください。 

・振込金受領書等の場合は、本事業に係る振込であることが確認できるよう、契約書への振込先口

座の記載や、振込先口座及び振込金額が示してある請求書等を合わせて提出してください。 

・補助金申請で提出した「見積書」の金額（税込）との整合が確認できるものとしてください。 

□ 移転した世帯全員分の住民票の写し 取得方法 P.10 
・報告日３か月以内に発行されたもの 

・続柄の記載があること 

・マイナンバーの記載のないもの 

・申請書に記載した住所へ転居したことが確認できること 

・実績報告書提出日前３か月以内に発行されたものであること 

□※ 補助金交付の条件として求められた写真・書類など 
・補助金交付の条件となった写真や書類を求められた場合のみ 

・補助金交付の条件となった写真や書類が提出できない場合、その工事の全部または一部が補助の

対象とならない場合があります。 

・補助金交付の条件書は交付決定通知とともに申請者宛に送付されます。補助金交付決定書の内容

は十分ご確認ください。 

□※ 他の補助金の交付決定書と対象範囲の分かる書類等 
・対象住宅が、他の補助金を受けている場合のみ 

・補助を受ける住宅の部位が、他の補助金を受けている場合は補助の対象となりません。 

・他の補助金を受けている場合は、その対象範囲が、本補助金と重複していないことがわかる書類

を提出ください。 

□※ その他市⾧が必要と認める書類 

・対象となる住宅や世帯状況、工事内容などにより、上記書類のほか、審査に必要な資料を求める

ことがあります。 

 

実績報告に必要な書類 

ﾁｪｯｸ 
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【新築】 
 

 
共通書類以外に必要な書類 

□ 新築工事が行われた状況が確認できる写真（カラー写真）提出例 P.31～ 

・対象となる建物の外観全景の写真※２面以上（建物が完成しているもの） 

□ 新築工事請負契約書または請書のコピー 

・請負金額、業者名、収入印紙、業者の押印のあるもの 

□ 建築検査済書の写し 
□ 

 

建物の登記事項証明書（全部事項証明書）のコピー又は登記完了証のコピー 取得方法 P.10 
・申請者名義で、建物の表示または保存に関する登記を確認できるもの 

□※ 変更契約書のコピー及び変更内容等が分かる書類 
※追加・変更工事等があった場合のみ 

 ・申請時から変更契約における変更内容等が分かるように、また、領収書の金額と一致するように

整理してください。 

【取得】 
 共通書類以外に必要な書類 
□ 住宅の売買契約書の写し 

・売買金額、業者名、収入印紙、業者の押印のあるもの 

□ 建物の登記事項証明書（全部事項証明書）の写し 取得方法 P.10 
・申請者に所有権が移ったことが確認できるもの 

【増築・改修】 
 共通書類以外に必要な書類 
□ 対象事業が行われた状況が確認できる写真（カラー写真）提出例 P.31～ 

・補助金申請時の写真と比較して、対象工事が行われたことが明確に確認できる写真であること 

例：段差の解消 段差を改善・解消した状況が確認できる写真 

※着手前写真とできるだけ同じ角度で撮影してください。 

※工事を実施した箇所はすべて撮影してください 

□ 工事請負契約書または請書のコピー 

・請負金額、業者名、収入印紙、業者の押印のあるもの 

□※ 建築確認申請書を提出した方は、建築検査済書の写し 

□※ 

 

変更契約書のコピー及び変更内容等が分かる書類 
※追加・変更工事等があった場合のみ 

 ・申請時から変更契約における変更内容等が分かるように、また、領収書の金額と一致するように

整理してください。 

 

 

 

 

 

ﾁｪｯｸ 

ﾁｪｯｸ 

ﾁｪｯｸ 
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●申請者名義の口座番号が確認できる通帳やキャッシュカード等（コピー可）をお持ちください。 

 必要な書類 

□ 請求書（第 13 号様式） 記入例 P.37～ 
・補助金交付確定書に示される金額の記入があること 

・申請者名義の振込先が明記されていること 

 
 
 調査への協力について 
 補助金の円滑な運用、また今後の取組の参考とするため、市による現地調査、アンケート、補助実施

後の追跡調査等へのご協力をお願いします。 

 

補助金請求に必要な書類 

ﾁｪｯｸ 
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●補助対象住宅への住まいの継続について 
 本事業については、５年間以上の居住（同居等）の継続を行うことを想定しています。 

 ５年間居住が継続できなかった場合のうち、まちなかへの住まい又は多世帯住まいとしての目的を達

することができなかったと市が判断した場合、補助金の返還を求めます。また、補助金の返還にあた

っては、加算金や損害遅延金（利率：10.95％ 令和６年 3月 1 日現在）が発生することがあります。 

 

●他の補助金との重複について 
 本事業による補助金は、他の補助制度と重複して受けることはできません。 

 ただし、補助対象となる工事の部分がそれぞれ異なる部分であれば、併用が可能な場合があります。 

 例）市の高齢者住宅改造費補助金で床のバリアフリー工事へ補助を受けた。本補助金では、間取りの

変更への補助金を申請した。 

 ※この場合、他の補助金の申請内容および交付決定された書類が必要となります。 

 

●補助事業により取得した不動産等の適切な維持管理について 
補助事業により取得又は効用の増加した不動産等については、耐用年数を勘案した適当な期間中、善

良な管理者の注意をもって適切に管理する必要があります。 

 

●補助金交付の取消し・返還について 
補助金の交付を受けた方が、偽りの申請を行っていた場合や、要綱の規定に違反した場合などは、補

助金交付の決定を取り消すことがあります。 

交付決定を取り消した際、既に補助金が交付されている場合は、交付された補助金の返還を求めます。 

 

 

●その他 
 消費者トラブルを防ぐため、契約にあたっては内容を十分に確認したうえで締結することが重要です。 

 工事中の騒音や車両の出入りなどによって、近隣とトラブルになるケースが見受けられます。工事の

方法などは、十分に検討してください。 

住宅に関わるお悩みの相談は下記にすることができます。 

  

住まいるダイヤル ０５７０－０１６－１００（通話料がかかります） 

         １０：００～１７：００（土・日・祝休日・年末年始を除く） 

公益財団法人 住宅リフォーム・紛争処理センター 

（法律に基づき国土交通大臣から指定を受けた住宅専門の相談窓口です） 

 

 その他申請にあたっての注意事項 
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 記入例（浜松市まちなか定住促進補助金申請書） 

訂正する場合は、二重線を
引き、その上に申請者の押
印をしてください。 

世帯員の 

欄には 

ふりがな 

もご記入 

願います。 

同居または

三世代同居

等対象者の

みご記入く

ださい 

浜松 幸 

浜松 未来 

浜松 育男 

浜松市中央区元城町〇〇〇―〇 

中央    元城町〇〇〇―〇 

浜松市浜名区貴布祢○○○〇 

浜松 育男 

出産予定 

３５ 

４３０   ０９４６ 

０５３  ○○○ ○○○○ 

  

３３ ３２ 

６ 

６５ 

― 

６２ 妻の父 

子 

妻 

長女 

妻の母 多世帯 花子 多世帯 太郎 

浜松建設株式会社 

０５３－○○〇―○○○○ 

浜松市中央区元城町〇〇〇番地 

 

たせたい はなこ 

はままつ  いくお 

はままつ みらい 

はままつ さち 

たせたい たろう 

￥５００ 

￥１,０００ 

￥５００ ￥３３,９６４,４４０ 

￥３３,９６４,４４０ ￥３３,９６４,４４０ 

令和５ ５ １０ 令和５ ９  １ 

４３０   ８５５０ 

４３０   ０９４６ 

  

  

浜
松 

浜
松 

￥３２,９６４,４４０ 



    

19 
 

 

【浜松市まちなか定住促進補助金申請書の記入例】 

 

申請者氏名   申請者は、工事等の契約者としてください。 

印 認印でも構いませんが、ゴム印（シャチハタ等）は不可です。 

※氏名の記載を自署で行う場合には、押印を省略することができます。 

※押印した場合は、本補助金の一連の手続きで同じ印鑑を使用してください。 

電話番号 市からの問合せに使用します。固定電話・携帯電話どちらの番号でも 

構いませんが、必ず連絡の取れる電話番号を記入してください。 

申請者世帯  「申請者」を含む世帯について記入してください。 

住所 現住所、転居後に住む予定の住所を記入します。 

転居のない場合は、「現住所と同一（記入不要）」へレ点を付けてください。 

世帯員  すべての世帯員の氏名・申請日現在の年齢・申請者との続柄を記入して 

ください。子どもが出産予定にあるときは、氏名に「出産予定」と記入し、

年齢は空白としてください。 

同居等をする世帯   申請者世帯と新たに同居または隣等の近隣に居住する世帯についてご記入 

ください。 

申請予定補助金額  補助金額については、事前に市にご相談いただき、金額を記入してください。 

着工（契約）予定 工事の着工、売買契約又は住民票の異動の予定日を記入してください。 

完了（転居）予定  引越等を完了する予定日を記入してください。 

契約業者     契約業者について記入してください。 

連絡先・所在地は、担当となる支店等について記入してください。 
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【浜松市まちなか定住促進補助金申請書の記入例（裏面）】 
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【浜松市まちなか定住促進補助金申請書の記入例（チェックシート）】 

 

申請者氏名   申請書と同じ方の氏名を記入してください。 

確認欄 確認項目の該当する□にレ点を記入してください。 

確認欄の「いいえ」にレ点がある場合、または虚偽の報告があった場合には、 

補助を受けることができません。 
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 記入例（浜松市まちなか定住促進補助金に関する住宅・土地所有者の承諾書） 

浜松市中央区入野町〇〇〇番地 

浜松市浜名区貴布祢〇〇〇〇 

中央 



    

23 
 

【浜松市まちなか定住促進補助金に関する住宅・土地所有者の承諾書の記入例】 

 

工事を行う場合で、補助対象世帯員以外に、住宅（新築の場合は土

地）の所有者がいる場合のみ必要な書類です。 

 

 

 

 

 

工事場所、申請者の 

住所、氏名、対象工事 

申請者の情報は、申請書の記入事項と同じ住所・氏名を記入してください。 

他所有者情報 対象工事を行う住宅（新築の場合は土地）の補助対象世帯員以外に所有者 

がいる場合、承諾が必要です。 

※承諾者の印は、申請者や他の承諾者と同一の印は認められません。必ず異 

なる印をお使いください。 

※ゴム印（シャチハタ等）の使用は認められません。 

【注意】訂正印について 

 この書類の訂正には、その訂正の部分に関わる承諾者の印が必要となります。 
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 写真の提出例（申請時） 

令和５ 
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【写真の提出例】増築・改修における撮影例は P.33 をご確認ください。 

 

取得の場合、または工事を行う場合のみ必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【必要な写真について】 

新築 対象となる土地を、周囲の風景が分かるように撮影してください。 

（建築後に撮影し、比較できる位置から） 

※２面以上撮影してください。 

取得 対象となる住宅の外観全体が分かるように撮影してください。 

※２面以上撮影してください。 

増築・改修 ①対象となる住宅の外観の写真        

②対象工事の実施予定場所の現況写真 

例）段差の改修の場合：段差が改善・解消される予定の箇所の写真 

（段差のある状況が明確に判別できるもの） 

※工事を行う全ての場所 

（部屋のすべてを改修する場合は、部屋の全ての壁面・床面・天井面） 

の現況写真 

 

【注意】写真撮影について 

写真は対象物が明確に確認できるものとしてください。 

できるだけ正面で、対象物が中心にくるよう撮影してください。 

写真の大きさは L判程度としてください。 

写真が小さすぎる、ぼやけている、かすれている、逆光、暗いなどにより状況確認ができない 

（改修を行う前の状況が明確に確認できない場合は、申請の受付ができません。 

また、白黒写真は認められません。必ずカラーで撮影・提出してください。 
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 記入例（変更承認申請書） 

浜松市浜名区貴布祢〇〇〇〇 
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【変更承認申請書の記入例】 

補助金交付決定通知書を受け取ったあとに変更が生じた場合のみ 

必要です。 

 

申請者住所、氏名 申請者の変更承認申請時の住所・氏名を記入し、申請書と同一の印を押して

ください。 

※氏名の記載を自署で行う場合には、押印を省略することができます。 

金額の変更 補助金の額（全体合計）に変更があった場合は、変更前後の補助金額を記入

してください。 

※変更となった内容については、必ず関係する書類（見積図や平面図等であ

てはまるものすべて）を提出してください。 

変更内容 交付決定の後変更となった内容を、詳細に記載してください。 

変更理由 内容を変更した理由を記入してください。 
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 記入例（実績報告書） 
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【実績報告書の記入例】 

 

 

 

 

 

申請者住所、氏名 申請者の実績報告時の住所・氏名を記入し、申請書と同一の印を押してくだ

さい。 

※氏名の記載を自署で行う場合には、押印を省略することができます。 

本文 補助金交付決定通知書（変更承認申請をした場合は変更交付決定通知書）の

右上に記載されている日付、及び番号を記入してください。 

完了年月日 申請した内容を完了した日を記入してください。 

（工事・支払・届出など全てが完了した日）） 

収支決算 内容について、収入と支出の内訳を記入してください。 

※記入する金額は、見積書・領収書と整合性のとれる内容 

 

【注意】申請内容の変更について 

申請内容に変更が生じた場合は、実績報告を行う前に、変更承認申請書の提出をして、変更交付

決定通知を受けることが必要です。 
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 参考例（領収書） 

令和５年１２月１５日 

浜松建設株式会社 

０５３－○○○－○○○○ 

浜松市中央区元城町○○○

令和 4 

【領収書の参考例】 

 

 

領収書は以下の内容が確認できるものとしてください。 

 

 

年月日 領収書の発行日を記載 

※通常、工事等の完了日以後の日となります。 

宛名 申請者宛になっていること 

金額及び支払内容 但し書きなどで、補助対象の内容であることが確認できること 

発行者 発行者の押印（社印または代表者印）があること 

収入印紙 消印が押してあること 

※金額が５万円未満（税抜）の領収書の場合、 

収入印紙が不要である旨が分かる記述がある場合、 

クレジット払いの記述がある場合は不要です。 
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 写真の提出例（実績報告時） 

令和５  
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【実績報告時の写真の撮影・記入例】 

 

工事を行う場合のみ必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【必要な写真について】 

新築 新築した住宅の外観全体が分かるように撮影してください。 

・申請時となるべく同じ角度で撮影してください。 

・２面以上撮影してください。 

取得 申請時に写真が提出されていますので必要ありません。 

増築・改修 ①住宅の外観の写真 

②対象工事の実施場所の現況写真 

・改修工事が申請のとおり実施されたことを確認するためのものです。 

・着手前の写真と同じ角度で撮影するなど、工事前後の状況が比較できる写

真としてください。 

・部屋の全景写真で判別がつきにくい場合は、拡大写真を撮るなどしてくだ

さい。 

・間取りの大幅な変更を行うなど、住宅全体の全面的な改修を行う場合は 

改修後の居室を全室撮影するとともに、施行中の写真も撮影してください。 

・工事を行った全ての場所について撮影してください。 

（部屋のすべてを改修する場合は、部屋の全ての壁面・床面・天井面の 

現況写真） 

 

     

【注意】写真撮影について 

写真は対象物が明確に確認できるものとしてください。 

できるだけ正面で、対象物が中心にくるよう撮影してください。 

写真の大きさは L判程度としてください。 

写真が小さすぎる、ぼやけている、かすれている、逆光、暗いなどにより状況確認ができない 

（状況が明確に確認できない場合は、補助金の確定ができません。また、白黒写真は認められま

せん。必ずカラーで撮影・提出してください。） 
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【内装改修工事・部屋増築工事の例】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真の撮影例  【増築・改修の場合】 

           （例） 

・工事を行う（行った）壁を、一面ずつ、撮影してください。   

・可能な限り、壁全体を撮影してください。 

・壁面が１枚の写真に納まらない場合は、複数枚に分割しても 

かまいません。 

・平面図や撮影方向のメモを記載してください。 

            

・壁と同様、可能な限り、床の全体を撮影してください。 

・床面が一枚の写真に納まらない場合は、複数枚に分割してもかまいません。 

・床に、ゴザやカーペットの敷物がある場合は、敷物をはがした状態の写真を撮

影してください。また、改修の申請時においては全面の撮影が困難であると認

められる場合は、以下を交付の条件として付す場合があります。 

・工事実施の直前に、敷物等がない状態での床面全体の写真を撮影すること 

・実施報告書に当該の写真を提出すること 

           

・壁と同様、可能な限り、床の全体

を撮影してください。 

・天井面が一枚の写真に納まらない

場合は、複数枚に分割してもかまい

ません。 

壁の撮影のポイント 

床の撮影のポイント 天井の撮影のポイント 

床 天井 

北面 東面 

西面 南面 

申請時・実績報告時 申請時・実績報告時 

申請時・実績報告時 申請時・実績報告時 

申請時・実績報告時 申請時・実績報告時 

Ｎ 押入
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【外壁・屋根改修工事の例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真の撮影例 続き 

          

・改修工事を行う壁が全面分かるように撮影

してください。 

・可能な限り、壁全体を撮影してください。 

・壁面が一枚の写真に納まらない場合は、複

数枚に分割しても構いません。 

外壁の撮影のポイント 

西面 北面 南面 

１階部分 

２階部分 

申請時・実績報告時 申請時・実績報告時 申請時・実績報告時 

申請時・実績報告時 

東面 

申請時・実績報告時 

申請時・実績報告時 

屋根 
             

・可能な限り、改修工事を行う屋根面全体を撮影してください。 

・屋根面が一枚の写真に納まらない場合は、複数枚に分割してもかまいませ

ん。 

・申請時において、改修工事を行う屋根面の撮影が困難であると認められる

場合は、以下を交付の条件として付す場合があります。 

・工事実施の直前に、屋根面の写真を撮影すること 

・実施報告書に当該の写真を提出すること 

屋根の撮影のポイント 

申請時・実績報告時 
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【段差解消工事の例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【設備改修工事・増築工事の例】 

 写真の撮影例 続き 

申請時・実績報告時 申請時・実績報告時 

  

・段差の大きさや位置が分かるように撮影してください。 

・段差を横から撮影すると、大きさがよりわかりやすくなります。 

・段差のアップ写真を撮影する、メジャーを当てて段差の大きさを

撮影するなど、工夫をして、段差があること、工事によって解消

された状況がわかるように撮影してください。 

 

段差の撮影のポイント 

             

・改修工事を行う設備が正面に納まるように撮影してください。 

・一枚の写真に納まらない場合は、複数枚に分割してもかまいま

せん。 

設備の撮影のポイント 

申請時・実績報告時 

申請時・実績報告時 

申請時・実績報告時 
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【手すり設置工事の例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真の撮影例 続き 

申出時・実績報告時 

階段下段 階段中段 階段上段 

            

・手すりの設置位置を撮影してください。 

・階段の左右どちらに設置するかが未定な場合は、

あらかじめ両方の壁面を撮影してください。 

・一枚の写真に納まらない場合は、複数枚に分割し

てもかまいません。 

 

手すりの撮影のポイント 

申請時・実績報告時 申請時・実績報告時 申請時・実績報告時 
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 記入例（請求書） 
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【請求書の記入例】 

 

申請者住所、氏名 実績報告時と同一の住所・氏名を記入してください。 

金額 補助金交付確定通知書に記載されている金額を記入してください。 

振込口座 補助金を振込みたい口座名を記入してください。 

（申請者名義の口座としてください。） 

※口座番号が違っていると、振込が出来ません。お間違えのないようご注意

ください。 
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●定義について 
  

Ｑ「子世帯」とは何ですか？ Ａ小学生以下の子どもと、子どもの親を含んだ世帯をいいます。 

Ｑ「親世帯」とは何ですか？ Ａ小学生以下の子どもからみた、祖父母の世帯をいいます。 

Ｑ「３世代同居等」とは何です

か？ 

Ａ親世帯と子世帯が、同居または建築敷地の最短の直線距離で 100ｍ

の範囲内に住むことをいいます。 

 

●助成対象者について 
  

Ｑ申請者の世帯員であれば、誰

が申請してもよいですか？ 

Ａ世帯員のうち、補助対象事業の契約者が申請者として申請すること

となります。窓口で申請の手続きをする方は、申請者の世帯員の方

であれば、申請者本人以外でも手続き自体はできます。 

Ｑ親世帯・子世帯が令和４年２

月に同居するため引越しまし

たが、申請は可能ですか？ 

Ａ既に居住誘導区域内に引っ越して同居等されている場合は対象とな

りません。 

Ｑ移転世帯はいつまでに引越す

る必要がありますか？ 

Ａ申請した年度の３月３１日までに提出する実績報告書に、必要書類

を添付して提出する必要があります。 

Ｑ現在妊娠中ですが、子世帯の

要件になりますか。 

Ａ妊娠中の方も、母子健康手帳の写しの提出により、対象となります。 

お子様の出産後に実績報告書を提出していただきます。 

Ｑ現在、 三世代で同居してお

り、同じ敷地で離れを建築予

定です。この場合、補助対象

となりますか？ 

Ａ独立して居住できる建築物が対象となるため、離れは補助対象とな

りません。 

Ｑ令和６年１月に新築し、令和

６年４月に新築工事完成及び

引越の予定ですが、対象とな

りますか？ 

Ａ年度をまたぐ時は前年度に「申出確認書」を提出し、翌年度の４月

に申請書を再度提出してください。 

Ｑ補助金を受領した後に、同居

を解消することになりまし

た。問題ありますか？ 

Ａ補助金交付後、５年間調査を実施します。その際に、補助対象住宅

からの転居や同居の解消等がされ、補助の目的が達せられなかった

と市が判断する場合においては、補助金の返還となりますので、ご

注意ください。なお、返還となった場合は、補助金の返還の他に加

算金を請求し、補助金の返還が遅れた場合は損害遅延金を請求しま

す。 
 

 

●助成対象住宅について 

 

Ｑ賃貸住宅や社宅をリフォーム

工事したいのですが、補助対

象となりますか？ 

Ａ賃貸住宅等のリフォーム工事については補助対象となりません。世

帯員が自ら所有して、居住する住宅が対象です。  

 よくあるご質問 
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Ｑ店舗併用住宅は補助対象とな

りますか。 

Ａ申請者が自ら居住する住宅で、店舗等の用に供する部分の床面積が

延べ床面積の２分の１未満のものであれば対象となります。 

Ｑ「中古住宅」とはどのような

住宅のことですか？ 

Ａ「中古住宅」とは申込日において竣工から２年越えの住宅で、かつ

人が住んだことがあるものをいいます。  

Ｑ中古住宅業者が取得して販売

している住宅は補助対象にな

りますか？ 

 

Ａ中古住宅の取得であれば、補助対象になります。 

●対象工事について   

Ｑ国・県・市で他の補助金と両

方申請できますか？ 

Ａ本事業による補助金対象と、市や国等の補助金対象となっている箇

所を明確に区分することが出来る場合は対象となります。 

Ｑすでに工事済み又は工事中の

場合は補助対象となります

か？ 

Ａすでに工事等に着手しているものは補助対象となりません。事前に

交付申請を行い、交付決定を受けた工事が対象となります。 

Ｑリフォームで、自ら部品を購

入し、設置・改修する場合は

補助対象となりますか？ 

Ａ自ら部品を購入、設置した場合は補助対象となりません。 

Ｑ交付決定を受けた後に工事内

容が変更となりました。どう

すればいいのですか？ 

Ａ軽微な変更（１３ページ参照）であれば、特別な手続きは要しませ

ん。軽微な変更に該当しない場合、変更承認申請の手続きが必要で

す。 

Ｑ増築・改修はどんな工事が対

象になりますか 

Ａ同居するために、浴室やキッチン、部屋等の増設・改修工事などが

対象になります。性能・機能向上を伴わない不具合部分を当初の状

態に修復するような補修工事は対象になりません。 

 

●申請について 

  

Ｑ住宅ローンの関係で住民票を

早めにうつしたいが、申請後

すぐうつしていいですか？ 

Ａ交付決定（申出確認）の前に移してはいけません。早めに移さなけ

ればいけない場合はご相談ください。 

Ｑ１年以上市外に住んでいた

が、住民票は移していない。

補助対象になりますか？ 

Ａ居住実態のみで住民票の異動がない場合は補助対象になりません。 

Ｑ新たに親世帯と子どもがいな

い子ども夫婦と同居すること

になり、親世帯の家を増築・

改修しようと考えています。

補助対象となりますか？ 

Ａ居住誘導区域外から居住誘導区域内での移住であれば補助対象にな

りますが、３世代同居等については親世帯と子世帯（小学生以下の

子どもがいる）の３世代同居が対象になるので、該当になりません。 
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Ｑフラット３５の申請をした

い。 

Ａ申請書を住宅課に提出してください。 

Ｑ２世帯同居の場合の所得要件

はどのようになりますか。 

Ａ申請者（工事等の契約者）の世帯所得になります。 

 なお、３世代同居等の対象者は、子世帯の世帯所得となります。 

 

●その他   

Ｑ居住誘導区域とは何ですか？ 

 

Ａ浜松市立地適正化計画において、生活サービスが持続的に確保され

るよう居住を誘導する、市街化区域内の一定の区域のことです。 

居住誘導区域をお調べになる場合は「都市計画マップ」をご参照く

ださい。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画 
マップ 

QR コード

浜松市都市計画マップ入口 

⇒（マップ切替）都市計画マップ 

⇒住所を指定して地図を表示 

⇒指定した地点の「＋」を選択し、 

 「この地点の詳細を表示」を選択 

⇒「居住誘導区域」欄を確認 

居住誘導区域 

※居住誘導区域のうち、災害リスクの

高い地域は居住誘導区域外とする 

 

・住宅敷地の過半が居住誘導区域にあれば、誘導区域の取り扱いとします。 

・行為地の建物が、次に示す災害リスクエリア等にある場合には、誘導区域外として取り扱いとなりま

す。災害リスクエリア等の範囲については、ホームページのほか所管課(P.48)にてご確認ください。 

「浜松市都市計画マップ」で検索  
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【災害リスクエリア等の確認】 

除外区域 該当 区域図等 確認先 

・災害危険区域 □ 県ホームページ「静岡県地理情報シス

テム」 
建築行政課／457-2472 

・土砂災害特別警戒区域 □ 

市ホームページ「浜松市防災マップ」 河川課／457-2452 

・土砂災害警戒区域 □ 
・砂防指定地 □ 
・地すべり防止区域 □ 
・急傾斜地崩壊危険区域 □ 
・津波浸水想定区域 

（防潮堤整備後） 

□ 
市ホームページ「津波浸水深マップ」 危機管理課／457-2537 

・都市計画施設 □ 
市ホームページ「都市計画マップ」 

都市計画課／457-2371 

・生産緑地地区 □ 
緑政課／457-2597 

・市民の森 □ 市ホームページ「市民の森」 

・環境整備法第二種区域 □ 防衛省ホームページ「移転措置事業の

概要」→区域指定参考 →浜松飛行場 

市民生活課 

／457-2231  
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浜松市では、市外からの移住者に対して、住宅取得などにかかる費用を最大 100 万円補助

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【対象経費】 

以下の対象経費の２分の 1 以内で、上限 100 万円を支給します。 

新築・取得費用 
・新築住宅の工事費 
・建築・中古・分譲マンション等の購入費 

ただし、家具家電等、独立した備品の購入費は除く 

増築・改修費用 

・移住部屋、浴室、洗面所、台所、トイレ、玄関の増設、または改修工事費 
・間取り変更工事費 
・外壁、屋根の改修工事費 
・排水設備、電気設備、給湯設備等の改修・設置工事費 
・床、内装、天井等の改修工事費 

住宅賃借費用 
・仲介手数料、敷金（退去修繕費、クリーニング費用、鍵交換費用を含む）・礼金、
保証金（保証委託料、保険料を含む）。共益費１か月分、賃料１か月分（駐車場使
用料１か月分を含む） 

引越移転費用 ・引越移転に要した経費のうち、引越業者または運送業者に支払った費用 

その他費用 
・自治会費１年分（自治会入会金を含む） 
下記に掲げるものは中山間地域内への移住のみ対象とする 
・飲料水の供給を受ける際にかかる初期費用(公共水道を除く) 

【補助金支給までのスケジュール】 

 

【お問い合わせ先】 

浜松市役所市民部 市民協働・地域政策課 

電話:053-457-2243 

Mail: 

shiminkyodo@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

【参考】ハマライフ住宅取得費等助成事業費補助金 

【対象住宅】 

・居室、寝室および浴室、洗面所、台所、トイレの設備を有する建築物 

⑥
補
助
金
の
支
給 

 

⑤
請
求
書
の
受
理 

 

④
交
付
決
定
の
通
知 

 

③
書
類
審
査 

 

②
申
請
書
の
提
出 

 

①
移
住 

２年以内に申請    １ヶ月程度          １ヶ月程度 

【補助対象者の主な要件】 

・ 市内に移住した日から２年以内の方 

・ 申請者が配偶者を有し、共に５０歳未満の方 

※ひとり親家庭の場合、世帯主であって５０歳未満の方 

・ 移住する直前の１０年間のうち、通算５年以上、市外に移住

し、移住する直前に連続して１年以上市街に居住していた方 

・ 補助対象住宅が所在する地域の自治会に加入している方 

・ 市内の取得した住宅または市内の賃借した住宅に５年以上居

住する意思を有する方 

・ 直近１年間の申請者とその配偶者の所得が１，０００万円以下

である方 

・ 市区町村税を滞納していない方 

 

詳細は浜松市移住促進 HP. 

「はじめよう、ハマライフ」 

でご案内しています。 
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浜松市では、新婚世帯を対象に、結婚に伴う新生活のスタートに係る費用を補助します。 

 

【補助対象者の主な要件】 

以下の全ての要件を満たす世帯 

□令和６年２月１日から令和７年１月３１日までの間に婚姻届を提出し、受理された夫婦 

□夫婦ともに婚姻日における年齢が３９歳以下 

□世帯の所得が５００万円未満 

※令和６年度の課税（所得）証明書（令和５年１月１日～令和５年１２月３１日までの所得の額 

を明らかにすることができる市区町村が発行する証明書）により確認します。 

※貸与型奨学金の返済を行っている場合は、世帯の所得から年間返済額を控除します。 

□申請時における夫婦の双方または一方の住民票の住所が、申請に係る住宅の住所にある 

□補助金の交付を受けた日から１年以上、申請に係る住宅に定住する意思がある 

□夫婦の一方または双方が、過去に同類の補助金の交付を受けていない 

□夫婦ともに市税を完納している 

 

【対象経費】 

令和６年４月１日から令和７年１月３１日までの間に支払った以下の費用。 

新居の住宅費 

・住宅取得費用 

・リフォーム費用 

・住宅賃借費用（賃料、敷金、礼金、共益費、仲介手数料） 

新居への引越費用 ・引越業者や運送業者に支払った引越費用 

 
【補助上限額】 

・夫婦ともに婚姻日における年齢が２９歳以下の世帯 ６０万円 

・夫婦ともに婚姻日における年齢が３９歳以下の世帯 ３０万円 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

【参考】結婚新生活支援制度 

【申請窓口・お問い合わせ先】 

浜松市こども若者政策課 

電話：０５３－４５７－２７９５ 

メール：katei@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

 
 

 

 浜松市結婚新生活支援事業補助金 

 

令和６年７月１日 

受付開始 

詳細は浜松市 HP 

でご案内しています。 
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疑問点や不明点等がありましたら、 
受付窓口までお問い合わせください。 
 
浜松市 都市整備部 住宅課  

 :053-457-2457 受付時間 午前 8 時３０分～午後５時１５分（土日祝除く） 

FAX :050-3730-5234 
Email jutaku@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

〒430-8652 浜松市中央区元城町 103-2  市役所本庁舎５階 
 

申 請 受 付 課 ・お問 い合 わせ先  


